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                                平成 17年 2月 25日 

 
  各      位       
 

会 社 名 株 式 会 社 大 東 銀 行 
代表者名 取締役社長  佐 藤  武 
（コード番号  8563 東証第一部） 

問合せ先 経営部長  倉戸 啓 
（ＴＥＬ．024－925－1111） 

 
 

新株予約権発行に関するお知らせ 
 
当社は平成 17年 2月 25日開催の取締役会において、第三者割当による新株予約権発行を決議いたしまし
たので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 
 
１ 新株予約権の発行理由 
 
当社がより一層安定的で健全な経営を行っていくには、利益の蓄積による内部留保の充実に加え、エクイ

ティ・ファイナンスによる株主資本の強化を図る必要があります。株主資本強化を実現するための資本調

達スキームは多様にありますが、当社は新株予約権の発行によることが現時点における最良の選択である

と判断いたしました。当社は、時価に即した行使価額で速やかに新株の発行ができる本スキームを組むこ

とにより、株主資本の増強を効率的に進める予定であります。 
 
２ 新株予約権の発行要領 
 
１．新株予約権の名称 株式会社大東銀行第１回新株予約権 

 
２．新株予約権の総数 1,000個 

 
３．新株予約権の目的である 
  株式の種類および数 

本新株予約権の目的である株式の種類および総数は当社普通株式 10,000,000
株とする。（本新株予約権１個の目的である株式の数（以下「割当株式数」

という。）は 10,000株とする。） 
ただし、第 19項により、割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の
目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。

 
４．各新株予約権の発行価額 本新株予約権１個当たり 20,000円 
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（本新株予約権の目的である株式 1株当たり 2円） 
 

５．新株予約権の発行総額 20,000,000円とする。 
 

６．新株予約権の申込期日 平成 17年 3月 14日 
 

７．新株予約権の払込期日 平成 17年 3月 14日 
 

８．新株予約権の行使の際の

払込金額 
本新株予約権１個の行使に際して払込みをなすべき額は、行使価額（以下

に定義する。）に割当株式数を乗じた額とする。 
本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し、またはこ

れに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下、当社普通株式の発行

または移転を「交付」という。）する場合における株式 1株当たりの払込
金額（以下「行使価額」という。）は、当初 204円とする。 
 

９．新株予約権の行使により

発行する株式の発行総額 
 

2,040,000,000円 
（ただし、第 20 項により行使価額が修正された場合には、上記発行総額
は増加または減少する。） 
 

10．新株予約権の発行価額お
よびその行使の際の払込

金額の算定理由 

当社は、所定の条件の下に二項モデルを用いて新株予約権の理論価値（オ

プションバリュー）を算出した。その算出の過程においては新株予約権の

非市場性が勘案されていないことから、その限度でこれをディスカウント

することとした。かかるディスカウント後の発行価額の決定に際しては、

新株予約権の発行決議に先立つ当社普通株式の株式価格、当該株価の騰落

習性、売買出来高の実績、会社の資産状態、収益状況、発行済株式数、新

株予約権の発行により新たに発行され得る株式数、株式市況の動向、これ

らから予測される株式の消化可能性等の諸事情を勘案し、当社の目的実現

の達成可能性と投資家の当社に対する投資リスクを、公募増資、転換社債

の発行その他の資本調達手法との比較を踏まえて総合的に検討した。かか

る状況において、新株予約権の発行により企図される目的が達成される限

度で、当社株主にとって有利な発行価額であると当社が判断した 20,000

円を、新株予約権の 1個当たり発行価額とした。また、新株予約権の行使

時の払込金額は、当初、平成 17 年 2 月 25 日の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値を 2％上回る額とした。 
 

11．新株予約権の権利行使期
間 

平成 17年 3月 15日から平成 19年 3月 30日まで（ただし、第 13項各
号に従って本新株予約権の全部または一部が消却される場合、消却される
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本新株予約権については、消却のための公告がなされた日の 3日後を権利
行使期間の最終日とする。）。ただし、権利行使期間の最終日が銀行営業

日でない場合にはその前銀行営業日を最終日とする。 
 

12.新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。 
 

13．新株予約権の消却事由お
よび消却の条件 

（１）当社は、当社取締役会が必要と認めた場合には、本新株予約権の発行

日の翌日以降、当社取締役会で定める消却日に先立つ１か月以上前に、

新株予約権証券を当該消却日までに当社に提出すべき旨を公告し、か

つ新株予約権原簿に記載された各新株予約権者に対して通知を行った

上で、当該消却日に、本新株予約権１個当たり 20,000円にて、残存す
る本新株予約権の全部または一部を消却することができる。一部消却

をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。

（２）当社は、当社が株式交換または株式移転により他の会社の完全子会社

となることを当社の株主総会で承認決議した場合、当社取締役会で定

める消却日に先立つ１か月以上前に、新株予約権証券を当該消却日ま

でに当社に提出すべき旨を公告し、かつ、新株予約権原簿に記載され

た各新株予約権者に対して通知を行った上で、当該消却日に、本新株

予約権１個当たり 20,000円にて、残存する本新株予約権の全部を消却
する。 

 
14.新株予約権の譲渡制限 
 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとす

る。 
 

15.新株予約権の行使により
株式を発行する場合の株

式の発行価額中の資本組

入額 
 

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式の発行価額に 0.5を乗じ
た金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、その端数を切り

上げるものとする。ただし、第 19項および第 20項または第 21項によっ
て修正または調整が行われることがある。 
 

16.新株予約権の行使請求受
付場所 

 

株式会社大東銀行 本店 

17.新株予約権の行使に関す
る払込取扱場所 

 

株式会社大東銀行 本店 

18.新株予約権の期中行使が
あった場合の株式に関す

本新株予約権の行使により交付される当社普通株式の配当金または商法

第 293条ノ 5に定められた金銭の分配（中間配当金）については、本新株
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る配当金の計算 予約権の行使が毎年 4月 1日から 9月 30日までになされたときは 4月 1
日に、毎年 10月 1日から翌年 3月 31日までになされたときは 10月 1日
に、それぞれ当社普通株式の交付があったものとみなしてこれを支払う。

 
19.各新株予約権の目的たる
株式の数の調整 

当社が第 21 項の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式
数は次の算式により調整されるものとする。ただし、調整の結果生じる 1
株未満の端数は切り捨てる。 

                          
調整前割当株式数×調整前行使価額 

調整後割当株式数＝                    

                     調整後行使価額 
 

20.行使価額の修正 平成 17年 3月 18日以後、毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の
翌取引日以降、行使価額は、決定日まで（当日を含む。）の 3連続取引日
（ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日

の直前の取引日までの 3連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。）
の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の毎日の終

値（気配表示を含む。）の平均値（1円未満を切り捨てる。）の 90％に相
当する金額（1 円未満を切り捨てる。以下「決定日価額」という。）に修
正される。なお、時価算定期間内に、第 21 項で定める行使価額の調整が
生じた場合には、修正後の行使価額は、本新株予約権の新株予約権要項に

従い当社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出の結果、

決定日価額が 102円（以下「下限行使価額」という。ただし、第 21項に
よる調整を受ける。）を下回る場合には、修正後の行使価額は下限行使価

額とし、決定日価額が 306円（以下「上限行使価額」という。ただし、第
21項による調整を受ける。）を上回る場合には、修正後の行使価額は上限
行使価額とする。 
 

21.行使価額の調整 当社は、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額または処分価額をも

って普通株式を新たに発行または当社の有する当社普通株式を処分する

場合（ただし、当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券ま

たは当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付

されたものを含む。）の転換または行使による場合を除く。）ならびに株

式分割により普通株式を発行する場合および時価を下回る価額をもって

当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行す

る場合には、次に定める算式をもって行使価額を調整する。なお、次式に
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おいて、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式数から、当社の有する

当社普通株式数を控除した数とする。 
  新発行・処分株式数×1株あたりの発行・処分価額 

 既発行株式数＋                        
  時    価 

調整後行使価額＝調整前行使価額×                                
既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

 
 また、当社は、株式併合の場合等にも適宜行使価額を調整する。 

 
22.募集の方法  第三者割当ての方法により、すべてをみずほ証券株式会社に割り当てる。

 
23.上記に定めるもののほか、本新株予約権の発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 
 
24.前記各項については、証券取引法による届出の効力発生を条件とする。 
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（ご 参 考） 
 
 

1. 資金使途 
(1) 調達資金の使途 

新株予約権の行使の際の払込金額を含めた手取概算額2,050,000,000円については、主として運転
資金に充当する予定であります。 
 

(2) 前回調達資金の使途の変更 
該当事項はありません。 
 

(3) 業績に与える見通し 
今期の業績予想に変更はありません。 
 

2. 株主への利益配分等 
(1) 利益配分に関する基本方針 

当社は、業績に応じた適正な利益還元を安定的に行うことが重要な経営課題であると考えています。 
   

(2) 配当決定に当たっての考え方 
 当該期の業績ならびに今後の収益見通し等を総合的に判断し決定致します。 
 
(3) 内部留保資金の使途 
 設備投資および新たな事業展開に使用致します。 
 
(4) 過去3決算期間の配当状況等 
 

 平成 14年 3月期 平成 15年 3月期 平成 16年 3月期
1 株当たり当期純利益 △76.64円 △120.40円 △33.27円
1 株 当 た り 配 当 金 
（内１株当たり中間配当金） 

4円
(2.50円)

－円 
( －円) 

－円

( －円)
実 績 配 当 性 向 －％ －％ －％

株 主資 本当 期純 利益 率  △24.28％  △59.33％  △19.58％
株 主 資 本 配 当 率 1.51％ －％ －％

 
3. その他 

(1) 潜在株式による希薄化情報等 
   今回のファイナンスを実施することにより、平成17年2月25日現在の発行済株式総数に対 

する潜在株式数の比率は9.0％となる見込みです。 
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（注）潜在株式数の比率は、今回発行する新株予約権がすべて当初の行使価額で権利行使

された場合に発行される株式数を直近の発行済株式総数で除した数値です。 
 
(2) 過去3年間に行われたエクイティ・ファイナンスの状況等 
 平成14年7月18日 有償 第三者割当 発行株式数33,192,000株 発行価額300円  

資本組入額150円 
 
(3) 過去3決算期間および直前の株価等の推移 
 

 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期
始  値 343円 315円 295円 178円
高  値 380円 340円 300円 285円
安  値 249円 286円 154円 126円
終  値 320円 300円 178円 200円
株価収益率 △4.18倍 △2.49倍 △5.35倍 －倍

（注）1.平成 17年 3月期の株価については、平成 17年 2月 24日現在で表示しております。 
2.株価収益率は、決算期末の株価（終値）を当該決算期末の 1株当たり当期純利益で 
除した数値であります。                 

4. 割当予定先の概要 
割当予定先の氏名又は名称 みずほ証券株式会社 

割 当 新 株 予 約 権 数 1,000 個 

払 込 金 額 20,000,000 円 

住 所 東京都千代田区大手町一丁目 5 番 1 号 

代 表 者 の 氏 名 取締役社長 大澤 佳雄 

資 本 の 額 195,146 百万円 

事 業 の 内 容 証券業 

割当予定

先の内容 

大株主及び持株比率 
株式会社みずほコーポレート銀行 81.5% 

農林中央金庫          18.5% 

出 資 関 係 
割当予定先が保有している当社の株式の数 ：155,000 株 
当社が保有している割当予定先の株式の数 ：      0株 

取 引 関 係 等 証券取引 

当 社 と の 

関 係 

人 的 関 係 等 なし 

(注) 資本の額、大株主及び持株比率、出資関係および人的関係は、平成 16 年 12 月末日現在のものであります。 
 

以 上 
 


